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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第１四半期連結累計期間
第76期

第１四半期連結累計期間
第75期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （千円） 11,542,093 10,741,579 47,865,673

経常利益 （千円） 143,609 152,579 1,273,529

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 89,476 88,221 1,002,341

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 248,262 △109,962 1,737,285

純資産額 （千円） 20,210,112 21,039,549 21,699,762

総資産額 （千円） 31,896,001 33,091,769 32,023,650

１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 4.55 4.49 51.02

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.4 63.6 67.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しており、１株当たり四半期（当期）純利益の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用

した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。この結果、前第１四半期連結累計期間と収益の会計

処理が異なることから、経営成績に関する説明において前年同期比（％）を記載せずに説明しております。詳細に

ついては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の各種政策の効果により持ち直しの兆しはあるものの、
期待されていた新型コロナウイルスワクチンの接種が停滞し、変異株の感染拡大による新規感染者数が再度増加傾
向にある中で、まん延防止等重点措置の延長・緊急事態宣言の再発出等により、経済の先行きは依然として不透明
な状況が続いております。
また、当社グループの属する業界におきましても、主要な販売市場であるホームセンター業界の再編等に伴う販
売競争や価格競争の激化や、原材料高騰による製造原価・仕入原価の上昇が顕在化しており、当社グループを取り
巻く経営環境は厳しい状況となりました。
このような状況のもと、当社グループにおきましては、コロナ禍で変容する消費者ニーズの把握に努め、消費者
へ商品をお届けするための懸け橋として、安定した物流体制や販売体制の維持及び構築を推し進めました。
この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、家庭用品・日用雑貨等を扱う「家庭用品卸売事業」において
生活必需品を中心とした販売が堅調であったこと等により、107億41百万円（前年同期は115億42百万円）となりま
した。損益面におきましては、営業利益48百万円（前年同期は43百万円）、経常利益１億52百万円（前年同期は１
億43百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益88百万円（前年同期は89百万円）となりました。
商品分類別売上高につきましては、以下のとおりであります。
「調理用品」は、フライパン、鍋、包丁等を中心に35億95百万円となりました。「台所用品」は、保存容器、台
所消耗品等を中心に10億50百万円となりました。「サニタリー用品」は、リビング清掃用品、浴室用品等を中心に
12億47百万円となりました。「収納用品・インテリア関連用品」は、キッチン収納用品、衣装ケース・プラチェス
ト等を中心に12億74百万円となりました。「行楽・レジャー用品」は、ボトル・タンブラー、レジャー用品、ラン
チボックス等を中心に24億28百万円となりました。「エクステリア用品・園芸用品」は、DIY用品・内装資材用品、
園芸用品等を中心に４億25百万円となりました。「家電用品・冷暖房用品」は、調理家電を中心に４億47百万円と
なりました。「ヘルスケア・シニア・ベビー用品等」は、ヘルスケア用品、衛生用品等を中心に２億72百万円とな
りました。

商品分類

前第１四半期連結累計期間

（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

前年同期比

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 増減率（％）

調理用品 3,749 32.5 3,595 33.4 －

台所用品 1,194 10.4 1,050 9.8 －

サニタリー用品 1,430 12.4 1,247 11.6 －

収納用品・インテリア関連用品 1,426 12.4 1,274 11.9 －

行楽・レジャー用品 2,232 19.3 2,428 22.6 －

エクステリア用品・園芸用品 517 4.5 425 4.0 －

家電用品・冷暖房用品 523 4.5 447 4.2 －

ヘルスケア・シニア・ベビー

用品等
467 4.0 272 2.5 －

合計 11,542 100.0 10,741 100.0 －

（注）１．当第１四半期連結累計期間より、既存市場における採算管理を徹底するため、新たな商品分類に変更し
ております。これにより、前第１四半期連結累計期間の各数値を組替えております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期
間の期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る各数値については、当該会計基準等を適
用した後の数値となっており、前年同期比増減率は記載しておりません。
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セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
①　家庭用品卸売事業
当事業では、主に行楽・レジャー用品の販売は前年同期を上回ったものの、収納用品の販売は前年同期を下回
りました。
その結果、売上高は「北海道・東北」６億86百万円（前年同期は７億93百万円）、「関東」43億２百万円（前
年同期は47億27百万円）、「中部」10億８百万円（前年同期は10億１百万円）、「近畿」21億１百万円（前年同
期は22億68百万円）、「中四国・九州」17億25百万円（前年同期は17億93百万円）となり、家庭用品卸売事業の
売上高は98億24百万円（前年同期は105億84百万円）となりました。
セグメント利益は「北海道・東北」21百万円（前年同期は30百万円）、「関東」２億４百万円（前年同期は１
億71百万円）、「中部」37百万円（前年同期は34百万円）、「近畿」70百万円（前年同期は59百万円）、「中四
国・九州」56百万円（前年同期は47百万円）となり、家庭用品卸売事業のセグメント利益は３億90百万円（前年
同期は３億42百万円）となりました。
②　プラスチック日用品製造事業
当事業では、収納用品、園芸用品の販売は前年同期を下回りました。
その結果、売上高は５億69百万円（前年同期は５億89百万円）、セグメント利益は39百万円（前年同期は93百
万円）となりました。
③　その他
その他事業では、インテリア関連商品事業の販売は前年同期を上回ったものの、インターネット通信販売事業
等の販売は前年同期を下回りました。
その結果、売上高は４億16百万円（前年同期は４億29百万円）、セグメント利益は49百万円（前年同期は33百
万円）となりました。
 
財政状態の状況は、以下のとおりであります。
（資産）
当第１四半期連結会計期間末における流動資産は216億11百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億14百万円増
加いたしました。これは主に受取手形及び売掛金が12億10百万円減少したことと、現金及び預金が12億28百万円、
電子記録債権が３億26百万円、商品及び製品が４億24百万円それぞれ増加したことによるものであります。固定資
産は114億80百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億53百万円増加いたしました。これは主に無形固定資産が15
百万円、投資その他の資産が２億58百万円それぞれ減少したことと、有形固定資産が５億28百万円増加したことに
よるものであります。
この結果、総資産は330億91百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億68百万円増加いたしました。
（負債）
当第１四半期連結会計期間末における流動負債は100億99百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億53百万円増
加いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が４億５百万円、未払法人税等が４億19百万円それぞれ減少した
ことと、短期借入金が25億45百万円増加したことによるものであります。固定負債は19億52百万円となり、前連結
会計年度末に比べ２億24百万円減少いたしました。これは主に長期借入金が67百万円、繰延税金負債（固定負債の
その他）が１億82百万円それぞれ減少したことによるものであります。
この結果、負債合計は120億52百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億28百万円増加いたしました。
（純資産）
当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は210億39百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億60百万円
減少いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益88百万円の計上と、会計方針の変更による期首
利益剰余金の減少２億52百万円、剰余金の配当２億97百万円、その他有価証券評価差額金の減少１億94百万円によ
るものであります。
この結果、自己資本比率は63.6％（前連結会計年度末は67.8％）となりました。
 

（2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要
な変更はありません。

 
（3）研究開発活動

該当事項はありません。
 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
(2021年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(2021年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,214,480 20,214,480
東京証券取引所

市場第一部
（注）

計 20,214,480 20,214,480 － －

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社における標準となる株式であります。また、単元株

式数は100株であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年４月１日～

2021年６月30日
－ 20,214,480 － 1,706,000 － 1,269,000

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 377,700 －

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,829,000 198,290 同上

単元未満株式 普通株式 7,780 － －

発行済株式総数  20,214,480 － －

総株主の議決権  － 198,290 －

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,300株(議決権13個）及び

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式190,000株（議決権1,900個）が含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

    2021年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

中山福株式会社
大阪市中央区島之内一丁

目22番９号
377,700 － 377,700 1.87

計 － 377,700 － 377,700 1.87

（注）株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式190,000株は、上記の自己株式に含まれておりませ

ん。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,359,594 6,588,019

受取手形及び売掛金 9,408,380 8,197,799

電子記録債権 1,343,064 1,669,202

商品及び製品 4,423,065 4,847,980

仕掛品 20,534 23,665

原材料 121,463 179,259

その他 131,929 115,737

貸倒引当金 △11,250 △10,561

流動資産合計 20,796,782 21,611,103

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,806,644 2,772,017

土地 2,798,555 2,782,270

その他（純額） 684,473 1,264,123

有形固定資産合計 6,289,673 6,818,411

無形固定資産   

のれん 324,352 305,539

その他 33,042 35,861

無形固定資産合計 357,394 341,401

投資その他の資産   

投資有価証券 3,908,443 3,640,107

その他 677,957 687,345

貸倒引当金 △6,600 △6,600

投資その他の資産合計 4,579,800 4,320,852

固定資産合計 11,226,868 11,480,665

資産合計 32,023,650 33,091,769
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,553,503 3,148,228

短期借入金 2,558,928 5,104,558

１年内返済予定の長期借入金 271,724 271,724

未払法人税等 501,212 81,767

賞与引当金 235,266 123,036

その他 1,025,492 1,370,034

流動負債合計 8,146,127 10,099,349

固定負債   

長期借入金 1,255,627 1,187,696

役員株式給付引当金 30,926 36,831

退職給付に係る負債 237,591 229,732

その他 653,616 498,610

固定負債合計 2,177,761 1,952,870

負債合計 10,323,888 12,052,220

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,706,000 1,706,000

資本剰余金 1,269,000 1,269,000

利益剰余金 17,116,842 16,654,813

自己株式 △313,311 △313,311

株主資本合計 19,778,531 19,316,502

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,717,134 1,522,635

退職給付に係る調整累計額 204,095 200,411

その他の包括利益累計額合計 1,921,230 1,723,047

純資産合計 21,699,762 21,039,549

負債純資産合計 32,023,650 33,091,769
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

売上高 11,542,093 10,741,579

売上原価 9,342,455 8,744,234

売上総利益 2,199,637 1,997,344

販売費及び一般管理費 2,155,716 1,949,197

営業利益 43,920 48,147

営業外収益   

受取利息 20 8

受取配当金 23,108 19,413

仕入割引 54,202 57,635

賃貸収入 19,501 20,031

その他 10,900 16,599

営業外収益合計 107,733 113,689

営業外費用   

支払利息 5,521 6,083

賃貸費用 1,525 1,471

その他 998 1,702

営業外費用合計 8,044 9,257

経常利益 143,609 152,579

特別利益   

固定資産売却益 － 109

特別利益合計 － 109

税金等調整前四半期純利益 143,609 152,689

法人税等 54,133 64,467

四半期純利益 89,476 88,221

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 89,476 88,221

 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

四半期純利益 89,476 88,221

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 158,020 △194,499

繰延ヘッジ損益 87 －

退職給付に係る調整額 679 △3,684

その他の包括利益合計 158,786 △198,183

四半期包括利益 248,262 △109,962

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 248,262 △109,962

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、顧客との契約における対価に変動対価が含まれている取引について、変動対価の額に関する不確

実性が解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限

り、変動対価を取引価格に含めております。また、運賃荷造費や販売促進費等の顧客に支払われる対価につい

て、従来は仕入先から受け取る対価との純額を販売費及び一般管理費として処理する方法によっておりました

が、取引価格から減額する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただ

し、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱

いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は354,473千円、売上原価は197,930千円、販売費及び一般管理

費は207,394千円それぞれ減少したことにより、営業利益は50,851千円増加しております。さらに営業外費用が

521千円減少したことにより、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ51,372千円増加しておりま

す。なお、利益剰余金の当期首残高は252,699千円減少しております。

　「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な

取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表

への重要な影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した、新型コロナウイルス感染症の影響の収束時期等を含む仮定及び

会計上の見積りについて、重要な変更はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

減価償却費 69,272千円 66,708千円

のれんの償却額 18,812 18,812

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月19日

取締役会
普通株式 535,591 27 2020年３月31日 2020年６月10日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株

式（2020年３月31日基準日：191,200株）に対する配当金5,162千円が含まれております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月13日

取締役会
普通株式 297,551 15 2021年３月31日 2021年６月11日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株

式（2021年３月31日基準日：190,000株）に対する配当金2,850千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2020年４月１日 至2020年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

 家庭用品卸売事業
プラスチック
日用品製造事業

計
 

北海道・
東北

関東 中部 近畿
中四国・
九州

計

売上高         

外部顧客へ
の売上高

793,948 4,723,536 1,001,825 2,268,036 1,793,507 10,580,855 535,264 11,116,119

セグメント
間の内部売
上高又は
振替高

－ 3,889 － － － 3,889 54,537 58,426

計 793,948 4,727,425 1,001,825 2,268,036 1,793,507 10,584,744 589,802 11,174,546

セグメント
利益

30,699 171,454 34,548 59,037 47,173 342,913 93,159 436,072

 

  

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高     

外部顧客へ
の売上高

425,973 11,542,093 － 11,542,093

セグメント
間の内部売
上高又は
振替高

3,166 61,593 △61,593 －

計 429,139 11,603,686 △61,593 11,542,093

セグメント
利益

33,591 469,663 △425,743 43,920

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネット通信販売事業、

インテリア関連商品事業、輸出等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△425,743千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△434,325千円

及びセグメント間取引消去等8,581千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

 家庭用品卸売事業
プラスチック
日用品製造事業

計
 

北海道・
東北

関東 中部 近畿
中四国・
九州

計

売上高         

外部顧客へ
の売上高

686,687 4,290,427 1,008,581 2,101,178 1,725,787 9,812,661 512,501 10,325,163

セグメント
間の内部売
上高又は
振替高

－ 11,726 － － － 11,726 57,432 69,158

計 686,687 4,302,153 1,008,581 2,101,178 1,725,787 9,824,388 569,933 10,394,321

セグメント
利益

21,281 204,382 37,620 70,884 56,763 390,932 39,614 430,547

 

  

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高     

外部顧客へ
の売上高

416,416 10,741,579 － 10,741,579

セグメント
間の内部売
上高又は
振替高

366 69,524 △69,524 －

計 416,782 10,811,104 △69,524 10,741,579

セグメント
利益

49,794 480,342 △432,194 48,147

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネット通信販売事業、

インテリア関連商品事業、輸出等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△432,194千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△441,393千円

及びセグメント間取引消去等9,199千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中山福株式会社(E02805)

四半期報告書

14/19



（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

(単位：千円）

 

報告セグメント

家庭用品卸売事業

北海道・

東北
関東 中部 近畿

中四国・

九州
計

調理用品 250,605 1,688,570 333,158 744,973 558,813 3,576,120

台所用品 99,819 461,805 58,902 218,411 204,163 1,043,101

サニタリー用品 63,342 589,390 39,763 302,072 241,724 1,236,294

収納用品・インテリア関連用品 37,785 249,260 57,928 155,475 122,788 623,238

行楽・レジャー用品 193,668 934,007 315,444 496,612 484,359 2,424,093

エクステリア用品・園芸用品 10,441 116,618 10,930 36,721 32,505 207,217

家電用品・冷暖房用品 18,883 146,926 170,851 64,297 34,021 434,979

ヘルスケア・シニア・ベビー用品等 12,141 103,846 21,602 82,614 47,410 267,615

顧客との契約から生じる収益 686,687 4,290,427 1,008,581 2,101,178 1,725,787 9,812,661

外部顧客への売上高 686,687 4,290,427 1,008,581 2,101,178 1,725,787 9,812,661

 

 

報告セグメント

その他

（注）
合計プラスチック

日用品製造事業
計

調理用品 － 3,576,120 19,134 3,595,255

台所用品 － 1,043,101 7,198 1,050,300

サニタリー用品 － 1,236,294 11,420 1,247,715

収納用品・インテリア関連用品 339,788 963,027 311,188 1,274,215

行楽・レジャー用品 － 2,424,093 4,835 2,428,928

エクステリア用品・園芸用品 172,713 379,930 45,256 425,186

家電用品・冷暖房用品 － 434,979 12,196 447,176

ヘルスケア・シニア・ベビー用品等 － 267,615 5,186 272,802

顧客との契約から生じる収益 512,501 10,325,163 416,416 10,741,579

外部顧客への売上高 512,501 10,325,163 416,416 10,741,579

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネット通信販売事業、インテ

リア関連商品事業、輸出等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

１株当たり四半期純利益 4円55銭 4円49銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 89,476 88,221

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
89,476 88,221

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,645 19,646

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上、「株式給付信託（BBT）」において、株式会社日本カストディ銀行（信託

Ｅ口）が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。なお、

控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期連結累計期間191,200株、当第１四半期連結累計期

間190,000株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

（剰余金の配当）

2021年５月13日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………297,551千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2021年６月11日

（注）１．2021年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保

有する当社株式（2021年３月31日：190,000株）に対する配当金2,850千円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年８月10日

中山福株式会社

取締役会 御中

 

EＹ新日本有限責任監査法人

大 阪 事 務 所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 廣田 壽俊   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内野 健志   印

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中山福株式会社

の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年６月30

日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中山福株式会社及び連結子会社の2021年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

       ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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